
中野区養親希望者手数料助成金交付要綱

（目的）

第１条 この要綱は、養親希望者の負担軽減を図るため、養親希望者

が民間あっせん機関に対して支払った手数料の全部又は一部を予算

の範囲内で助成することにより、養育者との永続的な関係に基づい

て行われる家庭における養育を児童に確保し、もって児童の福祉の

増進に資することを目的とする。

（通則）

第２条 この要綱の規定による助成（以下単に「助成」という。）の

手続については、この要綱に定めるもののほか、中野区補助金等交

付規則（昭和４０年中野区規則第２９号）に定めるところによる。

（定義）

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。

⑴ 養親希望者 中野区内に居住する者であって、養子縁組によっ

て養親となることを希望するものをいう。

⑵ 養子縁組のあっせん 養親希望者と児童との間の養子縁組をあ

っせんすることをいう。

⑶ 民間あっせん機関 民間あっせん機関による養子縁組のあっせ

んに係る児童の保護等に関する法律（平成２８年法律第１１０

号）第６条第１項の規定による許可を受けて養子縁組のあっせん

を業として行う者をいう。

（助成対象者）

第４条 助成の対象となる者は、民間あっせん機関から養子縁組のあ

っせんを受け、当該民間あっせん機関に対して手数料を支払った養

親希望者とする。



（助成金の額等）

第５条 この要綱の規定による助成金（以下単に「助成金」とい

う。）の額は、養親希望者が民間あっせん機関に対して支払った手

数料の額の実支出額（当該額に１，０００円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額）又は４００，０００円のいずれか低

い額とする。

２ 助成の回数は、１回のあっせんにつき１回とする。

（申請）

第６条 助成金の交付を受けようとする養親希望者は、中野区養親希

望者手数料助成金交付申請書（第１号様式）に領収書その他区長が

必要と認める書類を添えて、区長に申請しなければならない。

２ 前項の規定による申請は、領収書の発行日の属する年度の３月３

１日までに行わなければならない。

（交付決定等）

第７条 区長は、前条第１項の規定による申請があった場合におい

て、当該申請の内容を審査し、助成金の交付を決定（以下「交付決

定」という。）したときは、中野区養親希望者手数料助成金交付決

定通知書（第２号様式）により、助成金の不交付を決定したとき

は、中野区養親希望者手数料助成金不交付決定通知書（第３号様

式）により申請者に通知するものとする。

（助成金の支払）

第８条 助成金の支払の請求に係る手続その他必要な事項は、別に定

める。

２ 区長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに助成金

を支払うものとする。

（交付決定の取消し）

第９条 区長は、交付決定を受けた養親希望者が次の各号のいずれか



に該当するときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。

⑴ 偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき。

⑵ 前号に掲げるもののほか、交付決定の内容その他法令に違反し

たとき。

（助成金の返還）

第１０条 区長は、前条の規定により交付決定の全部又は一部を取り

消した場合において、すでに助成金が支払われている場合は、当該

養親希望者に対し、中野区養親希望者手数料助成金交付決定取消通

知書兼返還命令書（第４号様式）により、期限を定めて助成金の返

還を命ずるものとする。

（様式の定め）

第１１条 第１号様式から第４号様式までの様式は、別に定める。

（補則）

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則

この要綱は、２０２２年４月１日から施行する。


